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1. 2023年の首都圏新築マンションの価格は前年比上昇 

不動産経済研究所によると、2023年 12 月の首都圏新築マンション平均価格は 6,970万円（前年

同月比+25.4％）、発売戸数は 5,975戸（+3.8％）、であった（図表１）。また、2023年通年の平均価

格は 8,101万円（前年比+28.8％）と過去最高値を更新した。東京 23区では、億ションが当たり前

になり、年平均でも１億 1,483万円（39.4％）と１億円を突破した。 

一方、2023年通年の発売戸数は 2万 6,886戸（▲9.1％）となった。2023年初に公表された 2023

年の供給見込み 3.2 万戸（2022 年比+8.2％）よりも実際の供給が約▲16％減少した。2024 年の供

給見込みは 3.1万戸（2023年比+15.3％）である。2023年発売戸数に 2023年の年初予測からの減

少分が加算された数値とほぼ同等となっているが、2024年も予想通りに供給されるだろうか。 

 

 

図表１ 首都圏新築マンションの発売戸数と平均価格（月次、12 ヶ月移動平均） 
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2. 高価格帯マンションの供給が増加している 

首都圏では高価格帯のマンションの供給が増加している。首都圏で発売された新築マンション全

体に価格帯別戸数が占める割合は、2013年では 7,000万円以下が 88.4%、7,000万円超 9,000万円

以下が 7.5%、9,000 万円超１億円未満が 1.4%、１億円以上が 2.7％（うち１億円台 2.4％、２億円

台 0.2％、3億円以上は 0.1％）であった。 

それが 2023年には 7,000万円以下が 63.4%、7,000万円超 9,000万円以下が 16.7%、9,000万円

超 1億円未満が 4.4%、１億円以上が 15.5％（うち１億円台 10.6％、２億円台 2.6％、３億円以上は

2.3％）となった。 

また、東京 23区では 7,000万円以下が 33.8%、7,000万円以上１億円未満が 32.9％、１億円以上

は 33.3%（うち１億円台 22.4％、２億円台 5.7％、３億円以上は 5.2％）となった。１億円以上は他

エリアでは、東京都下が 1.0%、神奈川県が 2.9%、埼玉県が 0.0%、千葉県が 0.3%となっており、

１億円以上のマンションの供給は東京 23区に集中している。 

なお、１億円であれば住宅ローンを使うことができる1。また、デベロッパーは各社の知見におい

て売れ行きが多い価格帯のマンションを供給する。2013年、2018年、2023年のいずれの年におい

ても 9,000 万円超１億円未満よりも１億円を超えるマンションの供給割合の方が拡大している（図

表２）。価格の刻みが一定でないので単純比較はできないが、実需層でも、この価格帯の需要者は価

格志向が異なり、「1億円以下でお得であること」よりも、「億ションであることの特別感」に価値を

置いているのかもしれないし、価格をあまり気にしないのかもしれない。少なくとも 2023 年の１

億円以上２億円未満の価格帯には、「億ションであること」に価値を感じ実際に住む実需層と、余裕

資産の投資目的の層が混在していると考える。 

 
1 金融機関の住宅ローン商品は、融資限度額が 1億円であるものが多い。 

図表２ 首都圏新築マンションの各価格帯が全体に占める割合 

 

（資料）不動産経済研究所の公表を基にニッセイ基礎研究所が作成 
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3.  単価の高い東京 23区の供給が増え、その他エリアの供給は減っている 

2023年 1月から 12月の月次平均価格の標準偏差は東京 23区が 3,715万円となった。立地・仕

様・眺望などの条件により、売り出されたマンション毎の価格差が大きいことが原因とみられる。

これに対し、東京都下は 489万円、神奈川県は 417万円、埼玉県は 275万円、千葉県は 301万円

と、相対的にマンション間の価格差が小さくなっている。 

首都圏の月次平均価格が大きく上昇するのは、東京 23 区で価格の高いマンション2の供給が増加

した月である。東京 23区で価格が高かった月は、2023年 3月が 1,329戸、平均価格 2億 1,750万

円、７月が 1542戸、1億 3,340万円、11月が 1,029戸、1億 2,811万円であった。これに対し、首

都圏の 2023年 3月は発売戸数 2,439戸、平均価格 1億 4,360万円、７月は 2,591戸、9,940万円、

11月は 2743戸、8,250万円と大きく上昇した（図表３）。単価についても同様の傾向がある。 

暦年では、2022 年までは、どのエリアでも発売戸数が減少し、発売価格は上昇している。また、

発売価格の上昇をある程度抑えるため、面積を小さくしながら、単価を上昇させている傾向があっ

た3。しかし、東京 23区の 2023年についてはやや様相が異なる。 

まず、平均価格は前年比+39.4％、単価は+34.1％となった。これだけの価格上昇は同一エリアで

は起こりづらい。また、単価の上昇よりも平均価格の上昇のほうが大きいことから、前年よりも面

積の大きいマンションが多く供給されたことがわかる。具体的には平均価格平均価格４億円と言わ

れる三田ガーデンヒルズの影響は少なからずある。一方で、発売戸数は東京 23 区が 11,909 戸（前

年比+10.3％）、東京都下の供給量は 2,282戸（▲3.3％）、神奈川県が 5,962戸（▲19.5％）、埼玉県

は 3,030 戸（▲35.8％）、千葉県は 3,703 戸（▲13.7％）と東京 23 区以外の発売戸数の減少が目立

つ（図表４）。デベロッパーは、継続して単価の高い一部のエリアに供給を絞っていると見られる4。 

 
2 厳密には、都心 5区、目黒区・品川区・中野区・世田谷区などに高額物件が供給されやすく、東京 23区をひとくくりにすべきではない。 
3 『新築マンション市場の動向（首都圏・全国 2023 年 6 月）～最高値更新、今後は供給戸数減少が加速の見通し』  

(ニッセイ基礎礎研究所、基礎研 REPORT冊子版、2023 年 10 月 10 日) 
4 『新築マンション市場の動向（首都圏 2023 年 9 月）～様子見はじめた需要者も。供給は東京都心部へ集積が進む』  

(ニッセイ基礎礎研究所、不動産投資レポート、2023年 10月 23 日) 

図表３ 首都圏新築マンション平均価格（2023年月次・エリア別） 図表４ 首都圏新築マンション平均価格（年次・エリア別） 
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4. 実需層の需要は減退し、市場は分断されている 

こうした動きの背景には、実際に住む人の実需需要の減退があるようだ。2023年通年の初月契約

率は 70.3%（前年比+0.1％）と好不調の目安である 70％を超え、依然として堅調に見える。しかし、

2023年 12月の初月契約率は 66.1%（前年同月比 8.7%、前月比 8.1％）であった。デベロッパーは、

直近のマンションの内覧申し込みや同一マンション各戸の契約動向などを参考に需要の大きさを予

想し、各月に発売する供給戸数を決める。例年 12 月は住宅ローン控除を最大限に利用したい5実需

層の購入が多くなる。つまり、12月の初月契約率が 70％を下回ったことは、ローンを使ってマンシ

ョンを購入する実需層の需要がデベロッパーの予想よりも少なかったことを示す。 

2023年の価格帯別の初月契約率をみると、4,000万円以下が 72.2％（前年比+1.4％）、4,000万円

超 7,000万円以下が 68.5％（▲0.9％）、7,000万円超 9,000万円以下が 65.2％（▲6.9％）、9,000万

円超 1億円未満が 63.8%（▲9.3％）、１億円以上２億円未満が 77.3％（+4.7％）、２億円以上３億円

未満は 90.3％（+23.9％）、３億円以上は 96.5％（+39.8％）となった（図表５）。 

2023 年通年の初月契約率は 4,000 万円以下では 70％を超えているものの、4,000 万円超 1 億円

以下では 70％を下回り、前年比でも低下している。また 1億円未満では価格帯が上がるほど需要の

減退が大きい。なお、１億円以上２億円以下では先に述べたとおり実需と投資目的の購入者層が混

在していると考える。実需層に限れば、１億円未満よりもさらに需要が減少している可能性がある。 

一方で 2億円以上の初月契約率は 90％を超える。多くの住宅ローンの融資限度額は額１億円（フ

ラット 35は 8,000万円）であるため、2億円以上のマンションは、現金などでマンション購入資金

を 1億円以上準備できている、いわゆる富裕層6が購入していることになる。 

 
5 ①住宅ローン減税は 12月末のローン残高で計算されるため、12月に借入れると控除額が大きくなることと、②毎年 12月 31日

が入居の期限となることが誘引要因であろう。 
6 富裕層かどうかは「金融資産や投資可能資産の 1億円以上保有するかどうか」で判断することが一般的であり、マンション購入後

も 1億円以上の現金等を保有する必要がある。「2億円のマンションを買う層」は、富裕層である可能性は高い。 

図表５ 首都圏新築マンションの初月契約率（価格帯別） 

 

（資料）不動産経済研究所の公表を基にニッセイ基礎研究所が作成 
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5. 2024年も首都圏新築マンション供給は少ないだろう 

2023年の首都圏マンションの平均価格は最高値を更新した。しかし、2億円を超えるマンション

が飛ぶように売れて平均価格を引き上げる一方、全体的には実需層の需要は減退しているのではな

いだろうか。ただでさえ、新築マンション販売においては、資金的に余裕がある人がターゲットと

なる最上階の眺望が良い高額のマンションを売ることよりも、実需向けの数の多い中層以下の平均

的な価格のマンションを完売するほうが時間を要することが多い。実需層の需要が減退した結果、

1棟のマンションを完売させることは以前より難しくなっている。 

しかし、用地高騰は当面続き、建築費も上がり続けるとみられる。デベロッパーはマンションの

販売価格を下げられないかわりに、販売戦略を変えている。 

まず、長期間かけて販売することである。世界金融危機前に比べ、現在供給されているマンショ

ンのデベロッパーはキャッシュ・フローが潤沢な会社が多く、焦って投げ売りをする必要が無く、

価格を維持しながら長期間をかけて販売している。 

また、建設計画を中止することもある。用地費用と建設費が建設計画時の予算を上回る場合には、

損失が出てしまうためだ。中止の後は、用地のまま他のデベロッパーに売却する場合と、年単位で

塩漬けにして、需要の回復や建築費が安定するまで開発を延期したり、転売目的で用地価格が上が

るのを待つ場合等が考えられる。 

さらに、立地条件が良ければ、全戸を高価格帯のマンションとして販売することも可能だろう。 

いずれにしても、これからデベロッパーが採る当面の戦略は、絶対数の多い実需層向けの供給戸

数を減らす方向と考えられる。2024年の首都圏新築マンション市場の市場規模は、さらに縮むこと

になりそうだ。 
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